






































　2000（平成 12）年 4 月に介護保険制度が施行され
てから今年 4 月で 15 年になる。介護保険に関する
統計資料（厚生労働統計協会 a［2014：13-14］）を
見てみると第 1 号被保険者数は介護保険スタート年
度は 2242 万人が 12 年後（平成 25 年）では 3094 万
人と 38％増えている。要介護認定者数（要支援含む）
は、2000（平成 12）年 256 万人から 2014（平成 25）
年 561 万人で 119.1％の増加となっている。介護度
分類でみてみると要介護 1 は 105 万人（要介護者全
体の 18.6％）、要介護 2 は 99 万人（同 17.6％）、要介
護 3 は 74 万人（同 13.2％）、要介護 4 は 69 万人（同
12.3％）、要介護 5 は 61 万人（同 10.9％）となっている。
要支援では、要支援 1 が 76 万人（13.6％）、要支援
2 が 77 万人（13.6％）となっている。第 1 号被保険
者に占める要介護者の割合は 17.6％で 65 歳以上高
齢者のほぼ６人に 1 人が要介護者ということになる。
　このような状況の中で社会保障の安定強化のため
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　2015（平成 27）年度まで 3 年間延期された。
（9）情報公表制度の見直し








































































　2012（平成 24）年 3 月末までに廃止予定が 2018（平







































事業所 最高年齢 最低年齢 平均年齢
S 施設 100 歳 77 歳 88 歳
H 施設 93 歳 82 歳 88 歳
HH 施設 96 歳 76 歳 90 歳
K 施設 95 歳 77 歳 87.7 歳
N 施設 102 歳 66 歳 86.8 歳
K 施設 96 歳 69 歳 86.3 歳
S 施設 102 歳 75 歳 86.3 歳
P 施設 97 歳 67 歳 82 歳
M 施設 102 歳 82 歳 90.7 歳
T 施設 97 歳 72 歳 89 歳
























年 9 月末現在で 280 万人（自立度Ⅱ以上）、その中で
居宅 140 万人、介護老人福祉施設に 41 万人、医療
機関38万人などとなっている。将来推計では2025（平
成 37）年には 470 万人で全高齢者の 12.8％と予想さ
れている（厚生労働統計協会 a［2014：176］）。
　このような現状の中で 2012（平成 24）年 9 月、































　5 年以上： 5 名
　4 年以上：13 名
　3 年以上：15 名
　2 年以上： 4 名





















①性別：男性 8 名　女性 25 名（図 7）
②年齢：
　20 歳代 5 名、30 歳代 7 名、40 歳代 8 名、　
　50 歳代 11 名、60 歳以上 4 名（図 8）
③介護職の経験：1 ～ 2 年 6 名、3 ～ 5 年 7 名、5 ～
10 年 12 名、10 年以上 7 名（図 9）
　最も多かったのは医療との連携で 22 名、続いて
























　やや不安 19 名、大いに不安 11 名、どちらでもな



















成 23）年 6 月 22 日法律第 72 号により下記のように
























































いてみてきた。11 施設の入居者平均年齢は約 82 歳
～ 90.7 歳で、全体の平均は 87.48 歳、介護度は 2 ～ 3.56
で全体平均が 2.85 であった。我が国の人口の男女比
（厚生労働統計協会 b［2014：49］）は 94.7：100、平
均寿命（同 p11）は男性 80.21 歳・女性 86.61 歳（2013
〈平成 25〉年調査）と女性が高い。今回調査の入居
者数も女性 396 名、男性 70 名と女性が男性の 5 ～ 6
倍と多く人口動態の現状を反映している。入居者の
在所期間は3年以上15名、4年以上13名が最も多かっ









































護福祉教育』第 20 巻第 1 号（通巻第 38 号）pp78-
83．
URL：公益社団法人日本認知症グループホーム協会
でも実施について不安と答えた人が多かったが、現
在、養成校で学んでいる学生の調査からも同様の意
見が出ている（末松［2015：81-82］）。具体的には、「命
に関わることなので怖い」、「責任の重さや不安があ
る」、「命の重みを考えると利用者に負担をかけてし
まうという不安」などが聞かれる。しかし、医療的
なケアの教育をしっかり受けることによって、約 9
割の学生が肯定的な意見になったとしている。
　看取りや喀痰吸引等は医療的内容が入ってくるた
め、介護職の負担も大きい。しかし、多様なケアの
要請を受けて役割を担っていく必要性が高まってい
る。今回のアンケートでも「家族の一員と思って支
援」「その人らしさを考慮した支援」など“専門職
としての役割”を意識した記載があり、時代に対応
した意識が感じられた。
8．おわりに
　2005（平成 17）年の介護保険改正により地域包
括ケアの推進がされるようになってから 10 年にな
る。超高齢社会を前に介護の負担を地域全体で支え
ようとする動きは益々重要視されるようになってき
た。住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが
出来るようにするためにサービスが切れ目なく提供
される地域包括ケアシステムの実現が急務となって
いる。地域包括ケアシステム（厚生労働統計協会 a
［2014：p160］）とは「ニーズに応じた住宅が提供さ
れることを基本とした上で、生活上の安全・安心・
健康を確保するために、医療や介護、予防のみなら
ず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービス
が日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供でき
るような地域での体制」と定義され、具体的には高
齢者の日常生活圏域（30 分でかけつけられる圏域。
中学校区を想定）において、医療、介護、予防、住
まい、見守り・配食・買い物などの生活支援とい
う 5 つの視点での取り組みが包括的（利用者のニー
ズに応じた適切な組み合わせによるサービス提供）、
継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ない
サービス提供）に行われることが必要であるとされ
ている。
　実際に全国のグループホームでの活動も介護ニー
ズの多様化に合わせ、認知症高齢者や家族支援につ
いて種々の取り組みを行っている。地域包括ケアシ
ステムの構築に合わせ、先に述べたグループホーム
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